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1.背景と目的
ベトナム中部海岸平野に位置するホイアン（Hoi
An）1は，大航海時代，海のシルクロードの中継拠
点となる港町であった（図1）。17世紀初頭には日
本の御朱印船も寄港し，往時には数百人規模の日本
人町が形成されるなど，東西商人の交易の場となり
活況を呈した。その後，日本の鎖国政策に伴い日本
人町は衰退していったが，残っていた中国人商人の
手による華僑街として繁栄を続けた。しかし，18
世紀後半になると，港の堆積，船舶の大型化などに
より港湾機能が低下したため，その役割は水深が深
く，閉鎖性の高い港湾であるダナンへと移譲された。
このようにホイアンは開発から取り残されていった
が，それゆえに古い町並みを現代まで遺すことがで
きた。
1991年，ベトナム政府の呼びかけを受け，日本
の文化庁，昭和女子大学国際文化研究所，千葉大学
を中心とした研究グループが組織され，町並み保存
調査が開始された。その後，ホイアン市および地元
住民の熱心な町並み保存，景観整備への取り組みが
結実し，この町並みは，99年12月，第23回世界
遺産委員会において，「古都ホイアン」として世界
遺産リストに登録されるに至った。
町並み保存活動開始当初のホイアンは，農業およ
び漁業を主産業としており，若年層は就労機会を求
め，ダナンやホーチミンシティといった大都市に流
出していた。しかし，91年に約3,400人だった年
間観光客数も，世界遺産リストに登録された99年
に約15万8千人へと急増，2007年には初めて100
万人を突破するなど，今やベトナム屈指の国際的観
光地となった（図22，3）。しかし，この観光客の激
増を受けた業種の著しい観光産業化に伴い，町並み
景観に変化が生じている。
さらに，2005年にホイアン市史跡管理事務所の
協力を得て行った追跡調査では，世界遺産エリア内
の町家の店舗部分，または町家まるごと1棟をテナ
ントとして貸している事例がみられるなど，本来，
店舗併用都市型住居であった居住形態にも変化がお
きていた。
そこで，本稿では，世界遺産エリア内の店舗の経
営形態に着目し，経営形態の相違による店舗の現状
を整理分析したうえで，町並みへの影響を検討する。
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図1 ベトナム地図
（PoliticalMapofVietnam,WorldSitesAtlas
http:/www.sitesatlas.com/Maps/Maps/vnm-pol.
htmに加筆修正）
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店舗の経営形態の相違が町並みへおよぼす影響
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内 海 佐和子
1 ベトナム語の声調記号，母音記号は省略。
2 ホイアン市スポーツ文化局調べ。
2.研究方法
調査対象は，ホイアンの世界遺産エリア内でも観
光客の多い，チャンフー（TranPhu）通り（略称
TP），グエンタイホック（NguyenThaiHoc）
通り（略称NTH），グエンチミンカイ（Nguyen
ThiMinhKhai）通り（略称NTMK），レロイ（Le
Loi）通り（略称LL）の4本の通りに面する建物475
棟において店舗を営んでいる453軒とし，ホイアン
市史跡管理事務所の協力を得て，2009年8月に実
施した（表1，2，図4，5）。
調査方法は，すべての店舗453軒を訪問し，調査
シートを用いて，業種，経営形態，開業年といった
店舗に関する項目および，居住者の有無，居住年数
などの居住者に関する項目についてインタビュー調
査を行った。
また，建物の改造および住民間の情報伝達ルート
などに関しては，ホイアン市史跡管理事務所にヒア
リングを行った。
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3 1棟に複数の店舗が入っているケースがあるため，店舗と非店舗の合計は調査対象の建物棟数を上回る。
4 非店舗には，事務所，幼稚園，集会所，宗教施設，博物館などの観光施設，専用住宅，空き家などが含まれる。
図2 ホイアンの年間観光客数の推移（単位:人）
図5 ホイアン地図（GeneralMap,JICAHanoiに加筆）図3 ホイアンの町並みと観光客
表1 調査対象建物数（単位:棟）
TP通り NTH通り NTMK通り LL通り 合計
棟数 174 130 80 91 475
表2 調査対象店舗数3（単位:軒）
TP
通り
NTH
通り
NTMK
通り
LL
通り 合計
店舗 170 121 79 83 453
非店舗4 21 17 15 10 63
通りごと
の合計 191 138 94 93 516
図4 調査対象店舗数（単位:軒 N＝516）
3.経営形態
調査対象店舗453軒中自営5が291軒（64.24％），
テナントが159軒（35.1％）であり，自営とテナン
トの比率はおよそ2対1である（図6）。
通り別でみると，ホイアンの中で建設年代が最も
古いチャンフー通りの自営の比率が115軒（67.65
％）と高く，レロイ通り（55軒66.27％），グエ
ンチミンカイ通り（51軒64.56％）と続き，
グエンタイホック通りの自営が（70軒57.85％）
最も低くなっている（図7）。
チャンフー通りは，ホイアンのランドマークで
ある日本橋へ通じる道であり，なかではもともと観
光客の往来が多かった。そのため，町並み保存活動
を開始した90年代初頭にも，今回の調査対象であ
る4本の通りの中では比較的多くの店舗が営業して
おり，数は少ないものの観光客を対象とした飲食店
や土産物店などの観光産業の店舗もみられた。
レロイ通りは世界遺産エリアを南北に貫く通り
であり，観光客の往来は近年増加傾向にあるものの，
通りの建設年代が比較的新しいことも関係し，伝統
的町家が少ない。
また，グエンチミンカイ通りは日本橋を起
点にのびる通りであるが，西へ行くにつれ伝統的町
家が減少し，それに伴い観光客の往来も少なくなる。
一方，グエンタイホック通りは，かつては専
用住宅が多く観光客の往来が少なかった。しかし，
2000年頃から，フレンチコロニアルの町家を活用
した観光客を対象とした飲食店の開業が続き，また
近年では，それらの店舗を核として土産物店などの
観光産業の店舗が増加している。
このような業種の観光産業化の時期の違いや，観
光資源である伝統的町家の多寡による観光客の誘導
力の差などが，テナントが出店する余地やテナント
の出店意欲に影響し，それが通りごとの経営形態の
比率の違いとなって現われている。
4.業種
調査対象店舗 453軒中，観光産業6が 409軒
（90.29％）と9割を超えており，業種は全体的に観
光産業化している。特にテナントは，159軒中153
軒（96.23％）が観光産業となっており，店舗の借主
がホイアンを観光地として捉えている現状がわかる。
業種別の店舗数では，自営，テナント共に，初期
投資が少なく，比較的開業しやすい，洋服仕立布
屋および土産物7を扱う店舗が際立って多い（表3，
図8）。
ホテル民宿は6軒すべてが自営であるが，それ
以外の観光産業では，テナントが30～40％を占め
ている。一方，住民を対象とした業種では20％未
満とテナントの割合は低い。ここからも店舗の借主
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図6 調査対象店舗の経営形態（単位:軒 N＝453）
図7 通り別の経営形態（単位:軒 N＝453）
5 本稿では，自身が所有する建物で店舗を営業している場合を自営とし，建物を賃借して店舗を営業している場合を
テナントとする。
6 本稿では，業種分類中の，ホテル民宿，レストランバー，洋服仕立布屋，土産物，ギャラリー，対観光客サ
ービス，その他観光客向け物販を総称して観光産業とし，それ以外を非観光産業とする。
7 土産物とは，ホイアンで多くみられる洋服仕立布屋，ギャラリー以外の，民芸品，雑貨，陶器，絵ハガキなどを
扱う土産物店を指す。
は，観光地としてのホイアンに期待し，商売を営ん
でいる様子がわかる（図9）。
5.営業年数
店舗の平均営業年数は，自営業の9.59年と比べ
ると，テナントは5.26年であり，自営の場合の約
半分と短い（表4）。
経営形態別に平均営業年数をみると，自営の場合，
対住民サービスおよび，その他住民向け物販の営業
年数が20年を超え，日用雑貨薬局も17年近いな
ど，非観光産業の営業年数が際立って長い。しかし，
自営の場合は，観光産業においても，おおむね10
年近く営業しており，店舗の営業サイクルは長い。
一方のテナントも自営と同様に，住民向け店舗は
比較的長く，観光産業は短い傾向にある。
また，自営，テナントの区別なく，設備投資が少
なく，比較的回収の早い，土産物とその他観光客向
け物販の営業年数が短い点が共通している（表5）。
6.開業年度
6－1.経営形態別の開業年度
開業年度をみると，世界遺産リスト登録の99年
を機に開業した店舗が今でも多く残っているが，現
在営業している店舗の多くは，2004年以降に開業
した比較的営業歴の短い店舗である（図10）。
また，図10からは2004年以降にテナントが急増
したように見て取れるが，実際は，テナントの平均
営業年数が5.26年であるため，2003年以前に開業
したテナントの多くは既に撤退しており，現在も営
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表3 経営形態別の業種別店舗数8（単位:軒）
業種 自営 テナント 不明 全体
観光
産業
ホテル民宿 6 0 0 6
レストランバー 22 11 0 33
洋服仕立布屋 75 54 2 131
土産物 91 52 0 143
ギャラリー 35 22 0 57
対観光客サービス 5 2 1 8
その他観光客向け物販 19 12 0 31
非観
光産
業
日用雑貨薬局 11 2 0 13
対住民サービス 10 0 0 10
その他住民向け物販 17 4 0 21
合計 291 159 3 453
図8 経営形態別の業種（単位:軒 N＝450，不明を除く）
図9 業種別の経営形態（単位:軒 N＝450，不明を除く）
表4 平均営業年数（単位:年）
経営形態 平均営業年数
自営 9.59
テナント 5.26
全体 8.19
表5 経営形態別の業種別平均営業年数（単位:年）
業種 自営 テナント
観光
産業
ホテル民宿 14.00 －
レストランバー 9.95 5.82
洋服仕立布屋 10.15 5.58
土産物 6.82 4.14
ギャラリー 8.12 5.90
対観光客サービス 14.20 11.00
その他観光客向け物販 7.78 3.36
非観
光産
業
日用雑貨薬局 16.90 －
対住民サービス 20.45 8.50
その他住民向け物販 21.20 14.00
8 業種の分類方法は，ホイアン市が採用している店舗分類方法に準拠した。
業を続けているのは，営業年数5～6年の比較的新
しいテナントということである。そのため，一見，
2004年以降にテナントの出店が急増したように見
て取れるだけである。
6－2.経営形態別にみた業種別開業年度
自営の場合，75年のベトナム戦争終結頃から営
業を始めた店舗や，その後，86年のドイモイ（刷新）
政策9採択の頃に開業した観光産業の店舗が，現在
でも営業を続けている。また，町並み保存活動が動
き始めようとした90年前後に開業した住民向けの
店舗もみられる（図11）。
一方，テナントは，以前はほとんどみられなかっ
たが，町並み保存活動が動き始めた90年代初頭か
ら急速に観光産業に進出している（図12）。
7.居住者
7－1.経営形態別の居住者の有無
ホイアン本来の居住形態である店舗併用住宅では
なく，人は住まず店舗専用として町家を使っている
事例は，自営では291軒中21軒，テナントは159
軒中17軒と全体で38軒（8.44％）みられた（表6，
図13）。現時点では，この事例はまだ少数派といえ
るが，元来，店舗専用として町家を使うことはなか
ったため，増加しているといえる。
特に，テナントの場合に店舗専用として町家を使
っている事例が17軒（10.69％）あり，平均を上回
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図10 経営形態別の開業年度（単位:軒）
9 1986年12月，ベトナム共産党第6回大会において採択された，ベトナム政府の従来の概念，思考，行動からの脱
却を決議し，社会主義路線の見直し，市場経済および対外開放政策の導入などを推進した政策。
図12 テナントの業種別開業年度（単位:軒）
図11 自営の業種別開業年度（単位:軒）
表6 経営形態別の居住者の有無（単位:軒）
居住者の有無 自営 テナント 全体
居住者あり 269 140 409
居住者なし 21 17 38
その他不明 1 2 3
合 計 291 159 450
図13 経営形態別の居住者の有無（単位:軒 N＝450）
っている。テナントの場合は，自宅が別にあること，
経営効率を考慮し，より広い店舗面積を確保する必
要があることなどが，居住スペースをとらない要因
と考えられる。
7－2.業種別の居住者の有無
業種別に居住者の有無をみると，居住者のいない
事例38軒中，観光産業が34軒（89.47％），非観光
産業が4軒（10.53％）となっており，観光産業が圧
倒的多数を占める（表7，図14）。
なかでも，レストランバー，洋服仕立布屋お
よび土産物といった，増加傾向の強い業種において，
居住者のいない事例が多くみられた。
7－3.町家の所有者と居住者の関係
居住者がいる自営269軒とテナント140軒の合計
409軒についてみると，経営形態とは関係なく，町
家の所有者の家族または親類が居住しているケース
がほとんどである。
一方，自営の場合は14軒（5.2％），テナントの場
合は14軒（10％）で，従業員が店舗に住み込んで
いた（表8，図15）。なかでも，テナントの14軒は，
すべて観光産業で，1棟まるごと借りた町家に居住
しているケースであり，貸主である町家の所有者お
よび，その親類は居住していない。
8.商店主
8－1.商店主の出身地
まず，経営形態の別をみた場合，自営では旧市街
出身が291人中260人（89.35％）と大多数を占める。
一方，テナントで最も多いのは，旧市街以外のホイ
アンの 103人（64.78％）で，旧市街出身は 33人
（20.75％）に留まる（表9，図16）。
次に，業種別にみると，非観光産業の場合，商店
主の出身地は，旧市街内あるいは旧市街外のホイア
ンのみであり，ホイアン以外から来ている人はみら
れない。一方，観光産業になると，ホイアン以外の
出身である商店主が増加し，特にテナントにおいて
その傾向が強い。また，少数ではあるものの，外国
からも流入しており，ホイアンでの経済活動に関心
を持っていることがうかがえる（表10，11）。
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表7 業種別の居住者の有無（単位:軒）
業種 居住者あり 居住者なし
観光
産業
ホテル 6 0
レストランバー 27 6
洋服仕立布屋 117 12
土産物 134 9
ギャラリー 53 4
対観光客サービス 7 0
その他観光客向け物販 26 3
非観
光産
業
薬局日用雑貨 12 1
対住民サービス 8 2
その他住民向け物販 19 1
合計 409 38
図14 業種別の居住者のいない事例（単位:軒 N＝38）
表8 経営形態別の町家の所有者と居住者の関係
（単位:軒）
町家の所有者と居住者の関係 自営 テナント 全体
所有者の家族または親類が居住 253 122 375
店舗の従業員が居住 14 14 28
その他不明 2 4 6
合計 269 140 409
図15 経営形態別の町家の所有者と居住者の関係
（単位:軒 N＝409）
8－2.商店主の居住地
自営の場合，自己所有の町家で店舗を営業してい
るため，店舗と同じ町家に居住している事例が291
人中239人（82.13％）と圧倒的に多く，本来の店舗
併用住宅の形が保たれている。その一方で，自営の
場合でも，店舗とは異なる場所に自宅を構え，店舗
には通勤してきているケースもみられる。
テナントの場合は，借りた店舗に居住する商店主
は5人（3.14％）と極めて少なく，旧市街外のホイ
アンから通っている事例が107人（67.3％）と，最
も多くなっている（表12，図17）。こういった商店
主が借りた店舗から遠くに居住している場合，営業
は従業員に任せ，店舗にはほとんど来ない事例がみ
られる。
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10 世界遺産エリアの中を指す。
11 ホイアン市に隣接する省。
表9 経営形態別の商店主の出身地（単位:人）
出身地 自営 テナント 全体
旧市街10 260 33 293
旧市街外のホイアン 27 103 130
ホイアン以外のベトナム 3 17 20
外国 1 5 6
その他不明 0 1 1
合計 291 159 450
図16 経営形態別の商店主の出身地（単位:人 N＝450）
表10 非観光産業の商店主の出身地（単位:人）
出身地 自営 テナント
旧市街内 35 1
旧市街外のホイアン 3 5
ホイアン以外のベトナム 0 0
外国 0 0
合計 38 6
表11 観光産業の商店主の出身地（単位:人）
出身地 自営 テナント
旧市街内 225 32
旧市街外のホイアン 24 98
ホイアン以外のベトナム 3 17
外国 1 5
合計 253 152
表12 経営形態別の商店主の居住地（単位:人）
居住地 自営 テナント 全体
店舗に居住 239 5 244
旧市街内 18 29 47
旧市街外のホイアン 30 107 137
カンナム省11 1 1 2
カンナム省以外のベトナム国内 2 14 16
外国 1 2 3
その他不明 0 1 1
合計 291 159 450
図17 経営形態別の商店主の居住地（単位:人 N＝450）
8－3.店舗の借主と貸主の関係
店舗の借主159人中，貸主とは他人であるケース
が126人（79.25％）と圧倒的多数を占める（表13，
図18）。
これを業種別にみると，観光産業では，店舗の貸
主が他人のケースは，126人中121人（96.03％）と
大多数を占める。さらに，観光産業の店舗の借主の
出身地も併せてみると，貸主が他人であり，かつ，
商店主自身も，ホイアン以外のベトナムおよび外国
出身が19人（15.7％），また，ホイアンであっても
旧市街外出身が78人（64.46％）と，世界遺産エリ
アである旧市街とは比較的縁の浅い人が大多数を占
める（表14）。
非観光産業は事例が少ないが，ホイアン以外から
来ている借主はみられない（表15）。
9.従業員
9－1.従業員の居住地
全体でみると，旧市街外のホイアン市内から通勤
している人が428人（67.72％）と最も多いが，さら
に遠くから通勤している人も79人（12.5％）あり，
経営形態に関わらず，ホイアンの観光地化が雇用を
創出しているといえる。一方，店舗および旧市街に
居住しているのは，全体で116人（18.35％）に留ま
る（表16，図19）。
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図18 店舗の借主と貸主の関係（単位:人 N＝159）
表13 店舗の借主と貸主の関係
（単位:人）
貸主との関係 人数
貸主は親類 32
貸主は他人 126
その他不明 1
合計 159
表14 観光産業の店舗の借主の出身地と貸主の関係
（単位:人）
出身地 貸主は親類 貸主は他人
旧市街 8 24
旧市街外のホイアン 20 78
ホイアン以外のベトナム 3 14
外国 0 5
合計 31 121
表15 非観光産業の店舗の借主の出身地と貸主の関係
（単位:人）
出身地 貸主は親類 貸主は他人
旧市街 1 0
旧市街外のホイアン 0 4
ホイアン以外のベトナム 0 0
外国 0 0
合計 1 4
表16 経営形態別の従業員の居住地（単位:人）
居住地 自営 テナント 全体
店舗に居住している 58 2 60
旧市街内 44 12 56
旧市街外のホイアン 247 181 428
カンナム省 26 33 59
カンナム省以外のベトナム国内 9 11 20
その他不明 5 4 9
合計 389 243 632
図19 従業員の居住地（単位:人 N＝632）
9－2.従業員と町家の所有者との関係
前項の9－1と併せてみると，従業員の場合も店
舗の借主と同様に，町家の所有者とは親類でもなく，
さらに自身も旧市街に居住してはいないといった，
旧市街とは比較的縁の浅い人が，就労機会を求めて
流入している（表17，図20）。
10.まとめ
ここまでの分析をまとめると，次のようになる。
10－1.観光産業の増加と景観の乱れ
旧市街全体に業種の観光産業化が進行しており，
かつ，それが雇用の創出に役立っていることがわか
った。
しかし，観光産業にテナントとして出店した店舗
は，初期投資が少なく回収しやすい業種に多く出る
ため，営業年数も短い。短期間で目的を達し，ホイ
アンを去ってしまう傾向にあった。
さらに，店舗の借主と従業員は，旧市街出身でも
なく居住者でもないといった，世界遺産エリアであ
る旧市街とは比較的関係の薄い人が多くみられた。
これは，ホイアンの観光地化の進行によって増加し
た，観光産業を目当てにした人々が流入したことが
原因である。こういった外部から流入した人々に，
ホイアンの町並みを商売道具と位置付けられ，経済
活動を優先されると景観の乱れにつながることが懸
念される。
実際，史跡管理事務所へのヒアリングによると，
店舗の借主が商売上の利便性追求のためにファサー
ドを改造したがるという。世界遺産エリア内の建物
に関する改造申請は，その建物の所有者に限られて
いる。そのため，店舗の借主は，その町家の所有者
に金を払ってまでも改造申請を依頼する。こういっ
た場合，町家の所有者もテナントに退出されても困
るとの理由から，借主の要求を聞きいれてしまって
いる現状がある。このような，経済活動の優先に起
因した景観の乱れの誘発も見過ごすことはできない。
10－2.町並みの形骸化
経営効率を考え，より広い店舗面積を確保するた
めに居住スペースを設けない町家，すなわち，居住
者のいない町家が，今後のさらなる観光産業の活発
化に伴って，増加する懸念がある。
本来，ホイアンの町家は，通りに面した1階部分
を店舗とし，その奥を住まいとする店舗併用都市型
住宅であった。しかし，観光産業において，町家全
体を店舗としてだけ使用し，居住者のいない事例が
みられるなど，この形が崩れ始めていた。
また，ここ数年，テナントが途切れて空き家にな
ってしまった町家が散見されるようになった。本来
の居住様式を続けていれば，たとえ商店は廃業した
としても，せめて人が住み続けているならば，この
ような状況は妨げたと考える。
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表17 従業員と町家の所有者との関係（単位:人）
町家の所有者と従業員の関係 自営 テナント 全体
町家の所有者と親類 141 10 151
町家の所有者とは無関係 248 227 475
その他不明 0 3 3
合計 389 240 629
図20 従業員と町家の所有者との関係（単位:人 N＝629）
図21 回転の速いテナントが営む土産物店
の例（TP162番 2011年3月）
ホイアンの場合，町並みにも価値があるが，ベト
ナム文化に華僑文化とフランス植民地文化が融合し
たホイアン特有の文化も併せて遺っていることが評
価されて世界遺産リストに登録された。今後も継続
するであろう観光産業の活発化に伴い，居住者のい
ない町家がさらに増加すると，ホイアン特有の文化
の伝承が困難になり，ホイアンの魅力および世界遺
産としての価値を喪失してしまう危険性が高まる。
10－3.店舗の借主の情報伝達網への参加
現在，ホイアンには市から住民へ，行政における
決定事項を伝える情報伝達網がある。この情報伝達
網は，市からの一方的な情報の伝達だけではなく，
住民同士の話し合いの場でもある。
しかし，店舗の借主は，旧市街に居住しておらず，
住民組織に属していない場合が多いため，この情報
網から漏れてしまっている。そのため，景観に関す
る条例や規制の周知がされにくく，景観の乱れを誘
発する一因となる。
そのため，景観の維持を図るためには，店舗の借
主も，この情報伝達網に加わり，意見の共同策定に
参画し，情報は当然のこと，町並みに対する意識の
共有化も図る必要がある。
（うつみ さわこ 総合教育センター）
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図22 テナントが町家をまるごと1棟
借り，土産物店を営んでいた。
（NTH96番 2006年3月）
図23 テナントが抜け空き家になった
状態。昼夜問わず，建具は閉
じられたままである。（NTH96
番 2010年3月）
図24 空き家の並ぶグエンタイホック
通りの一角
